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　　　　　　　　　　　　　　　　　　Summary
　　Now　I　am　able　to丘nd　a　change　in　the　Japanese　Rurai　land　System．　The　tenant
system　is　prohibited　by　Agrarian　Law，　but　the　law　is　not　always　observed．　The　new
rural　policy　promotes　the　current　of　the　times．　I　fear　that　the　confusion　of　the　rural
policy　will　result　in　the　ruin　of　our　agriculture．　We　must　establish　in　a　hurry　the
new　owner　farmer　system．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　は　し　が　き
　昭和52年度の農林省予算案に，一つの対策事業費が計上されている。本稿が印刷され公開され
る段階では，恐らく周知のこととなるであろうが，その名を「地域農政特別対策事業」という。
一見何の変哲もない名称の事業であるが，この事業の実施によって，政府の政策姿勢が，従来と
はいささか趣を異にするようになるのではないか，と一部には大いに期待されているようであ
る。
　筆者はこれまでに，しぼしぼ農地制度についての小論を発表して来た。例えば「現下の農地制
度政策について」（r明治大学農学部研究報告』第35号・昭和51年）は，請負耕作が実はヤミ小作であ
ること，しかもそれは，権利的には不安定な小作であることなどを指摘し，政府の政策が自作農
主義から借地農主義へと転換しつつある中で，農地制度の将来を案じ，「今日掲げるべき理念は，
土地所有とその利用厚生を主体的に一致させるか，公的機関の媒介によって，組織的主体のなか
で一致させるかを，現実と歴史の動向のなかで，明らかにしなければなるまい」とした。そして
そうすることが，「現下農業行政の緊急課題D」であると述べたが，前記事業はある意味で正に，
この筆者の主張する政策理念の線上に位置するものといえよう。
　しかしながら，この事業が出て来るまでの経過，ならびにその内容をみると，必ずしも簡単に
1）拙稿「現下の農地制度政策について」r明治大学農学部研究報告』第35号，昭和51年（50年9月30日受
　理）。
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さよう結論づけられない何かがあるように思う。その間の事情を審らかにし，この事業の性格や
問題点などを明らかにすること，これが本稿の課題であるが，その内容からして本稿は，前記拙
稿の続編とみられてさしつかえがない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一）
　地域農政特別対策事業（以下特対事業という）は，次の如き趣旨2）のもとで実施される。
　　我が国農業の生産体制を整備し，食糧自給力の向上を図るたφには，意欲的に農業に取り組む者の創意
　を生かして地域農業を推進し，農用地の確保と農業生産の担い手の育成を図ることが基本的な課題であ
　る。
　　このため，土地利用や生産の組織化などについて農家の意向を集落段階から積み上げて地域農政の総合
　的な推進方策を定め，担い手の育成及び農用地の適正な管理を推進するとともに，この推進方策の達成を
　図るために，小規模の土地基盤整備事業，機械施設の導入，営農活動の助成等を行うこととし，次により
　新たに「地域農政特別対策事業」を実施することとする。
　これによって明かであるが，そのねらいは「我が国農業の生産体制を整備し，食糧自給力の向
上を図る」ことにある。この目標の示すところは明白であり，さらにその内容が，世界的食糧不
安を背景にして，盛られたものであることも同様である。実際のところ，この食糧自給力の向上
について，異論をさし挾む人は誰もいまい。それを政策理念とすることについては，容易に国民
のコソセンサスが得られるものと思う。
　しかし問題がそれで無くなってしまう訳ではない。問題はむしろその後に発生する。本研究報
告38号で，筆者は農業政策の理念と現実が，必ずしも一致するものでないこと，いや実際に戦後
の例を挙げ，その不一致が現実のものであったことを明らかにした3）。今この特対事業を打ち出
した現下農政の政策理念をみて，再びそれが現実と食い違うのではないかと危ぶんでいる。果し
てこの事業によって，食糧自給力が向上するであろうか。その成否を決める鍵は，この事業によ
って具体的に何が行われるかにある。そこで次に，この事業の仕組みについて概観することにし
よう。
　この事業は地域を指定し，推進活動と整備事業を実施することになっている。ただし指定する
数が違っていて，前者については52年度に1，000市町村，全体で2，500市町村を予定し，後者に
ついてはそのうち52年度に260地区，全体として2，000地区を予定している。ちなみに51年4月
15日現在の全国市町村数は3，203（国土庁調べで沖縄県を除く）であるから，全体が完了すれば大
部分の市町村で推進活動が行われ，過半数の市町村で整備事業が実施されることになる。かくて
本事業は，規模においてまことに壮大であるが，しかし内容は果して，その規模にふさわしいも
のかどうか。
2）　農林省資料「地域農政特別対策事業について」1。
3）拙稿「農業政策の理念と現実」r明治大学農学部研究報告』第38号，昭和52年（51年9月30日受理）。
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　先ず推進活動についてみよう。この活動は，前記理念を実現するために行うもので，「地域農
政の総合的な推進方策を作成し，その方策に従って農業生産の担い手の育成確保を図るととも
に，農用地の確保とその高度利用を図る」。すなわちこれには二つの事業が含まれており，一つ
は地域農政の総合推進方策をたて，農業生産の担い手の確保を図る事業で，これを地域農政総合
推進事業という。もう一つを農用地管理事業と呼ぶ。この事業は農地移動の動向のとりまとめを
行い，地域ぐるみでの農用地の賃貸借等の促進を図り，規模拡大の方途を具体化しようとするも
のである。
　整備事業は四つの事業をメニューとする，「総合助成の整備事業を一体的に実施する」もので，
その中身をみると①小規模土地基盤整備事業，②機械施設整備事業，③営農活動助成事業（営農
集団活動促進事業及び営農改善助成事業），④小作料一括前払助成事業などである。④を除いた
ほかは，これまでに別の名称で実施されて来た事業に似ているが，ここではそれらを一括し，同
時に，賃貸借が目玉であるから④を加え，一体的に実施しようというのである。
　これらの事業の実施主体は，推進活動が市町村で期間は3年，整備事業は市町村，農協，土地
改良区，その他農業者の組織する団体等で，この期間は2年間である。平均事業費は推進活動で
1，566千円，整備事業で一地区80，000千円，補助率は何れもY2以内となっている。
　以上が特対事業の概要であるが，全体を通してみられる特徴は，地域尊重の姿勢が貫かれてい
る，ということではなかろうか。新しく「地域農政」なる概念が打ち出され，それが事業の名称
になっているほどである。もちろん類似の用語は既にみられもするし，「地域農業」に関する論
議も，これまたしばしば繰返されて来た4）。しかしながら，第一に「地域」の概念範囲そのも
のが必ずしも判然としていなかったので，論議もまたそううまく噛合っていた訳ではない。それ
はともかくとして，学界その他でここ数年来，「地域農業」が主要なテーマの一つとして論じら
れてきたのは事実である。
　今回の特対事業は，それに対する行政側の見解を示したことになる。そしてその地域農業は，
地域農政に結びつけて考えられている。そこのところに特徴があることを，先ず指摘しておきた
いと思う。その地域は，単に自然村をさすのでもなく，あるいはまた，単なる経済単位を示して
いるのでもない。そこで「農政」の行われる範囲であることが，必須の要件になっているのであ
る。
　ある農政事業を実施するに当り，地域ないし地区を指定し，そこに重点的に補助，助成措置を
講じるといった行政の姿勢は，別に今日に始ったことでばない。例えば昭和初期恐慌の最中に実
施された経済更生計画でも，やはり地域の指定がなされたが，しかしその場合には，しだいに統
制経済体制に組み込まれて行く歴史の動向の中で，地域を行政単位にとり，実施主体に産業組合
4）　例えば「農業と経済』1976年10月号特集・地域農業論の展開，同11月号特集・現場に地域農業の問題
　を探る。
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が擬iせられたのである5）。
　今回の特対事業に結びつくもので，地域，地区を対象とする事業をあげれぽ次の通りである。
①新農村建設，②第1次農業構造改善，③第2次農業構造改善等の事業である。このうち②と③
は農業基本法に基づくものであるが，これとは別に，農業振興地域の整備に関する法律（昭和44
年，以下農振法という）がある。この法律は，今後とも農業の振興を図るべき地域を明らかにしよ
うとしたものである（法第1章第1条）。
　このように我が国の農政には，「地域」をとらえようとする考え方が流れてはいるが，問題は
その地域のとらえ方にある。従来の事業におけるとらえ方は，明らかに上からの，すなわち国の
行政の立場から地域をとらえようとして来た。ところが今回の特対事業は，前記趣旨に示す通り
「農家の意向を集落段階から積み上げて地域農政の総合的な推進方策を定め」ようとするもの
で，従来の農政を地域「被導」型とすれぽ，今回のそれは地域「主導」型ともいえよう。地域の
指定は国がするが，その地域に即して，地域による地域のための農政を期待しようというのであ
る。
　このような意味での「地域農業」計画を，推進すべきであるとする主張は，ここ数年来盛んに
なって来たが6），何故ここで「上から」を「下から」へと，政策姿勢の大転換をはからなければ
ならなかったのか。その点が実は，今回の特対事業の理念が現実のものとなるかどうかを占う，
一つの鍵になるように思う。そこでその理念というのをもう一度ふり返ってみると，「……生産
体制を整備し，食糧自給力の向上を図る」こと，これであった。生産体制を整えて食糧自給力を
向上させるためには，従来のような上からの農政では実効があがらない，ということなのであろ
うか。もしそうであるなら，次に今度は，下からの農政を実施すれば食糧自給力が向上するの
か，という新しい疑問が生れて来ることになる。
　そればかりではない，下からの農政といい，「生産者が主体性」を持てというが，そして今回
の特対事業には下から積み上げる方式，手順が明示されているが，それが果して実際に，理念の
現実化に役立つものなのかどうか，そのへんのところは，この事業の趣旨や内容をみただけで
は，必ずしもはっきりとは掴めないのである。
　最近，農政の分野に限らず，一般的に地域とか地方とかの主体性が強調されて来ているが，そ
れらを一括して地方分権主義と名づけると，この考え方は確かに，現代の資本主i義経済が高度の
段階に達し，政治と経済が一体化し，国家機能と独占企業機能の結合関係が成立しているといわ
れている時，出現の可能性と根拠を十分に持ちうるように思う。何故か。
　それに対する答えは，深く今日の政治情勢に関わって来ざるをえない。地方財政の破綻を招い
ている今日の財政制度，地方自治体の行政の実体などが，反中央政府的風潮を呼び起しているけ
5）拙著「日本農業協同組合論」昭和39年，99ページ以下。
6）　金沢夏樹「生産者が主体性持て」r農業と経済』昭和51年10月号，42～4ページ。
一28一
れども，そのような現実を脊景に，地方分権的な思考が生れ，あるいは醸成されて行くのは当然
の成り行きであろう。そのような情勢の上に，政党や政治，思想集団，学界グループが乗りかか
ることも，これまた世の常である。多党化時代といわれる今日，中央集権的財政，行政に対する
アンチテーゼが提起されても不思議ではない7）。
　その意味でこの特対事業に対して，あるいは農林省の時代感覚の良さを示すもの，といった評
が出てくるかも知れない。それはあたかも，農地改革を占領軍の手によってではなく，自らの手
でやろうと努力した，当時の農林官僚の感覚にも比すべきもの，といったら過大評価になろう
か。しかし確かにこの特対事業には，従来の農政にはみられなかった新しい姿勢が，示されてい
るようにみ受けられる。
　そこでもう一度この事業をふり返ってみると，先にこの政策の理念として「食糧自給力の向
上」をあげたが，それが少し疑問になって来る。理念というべきものは，むしろ事業の名称が示
す「地域」主義の方で，「食糧自給力の向上」の方は，いうなれば時代の要請に便乗して掲げら
れた，予算獲得のための錦の御旗というところか。いずれにしても地域農政を推進することと，
食糧自給力を向上させることとは，必ずしも直接結びつくことがらではない。
　ただし先にも記した通り，地域主義は確かに世界史の動向の中で理解できることである。その
意味では，政策理念として高湛であり，時宜に適ったものといえよう。その点を評価するとし
て，次にそれでは，その理念に基づいて特対事業が具体的に何かをした時，現実には何が残るか
を検討することにしよう。ただし順序としてまず，特対事業に至るまでの経過をみることにしよ
う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（二）
　特対事業の仕組みを整理すると図の如くになる。そのうち（2）の整備事業のア・イ・ウは・農基
法農政，特に構造改善事業に連るものである。ただしそれは理念的に連るのであり，講造改善事
業が特対事業に吸収される訳ではない。構造改善事業の担当は構造改善課，特対事業は農政課で
ある。それはともかくとして，これらがミニ構造改善事業であることに相違はない。
　ところが（1）のイ，農用地管理事業をみると，その中味をなす（7），（イ），（ウ）は農振法の農用地利用
増進事業に当るもので，特対事業の中に増進事業が取り込まれた形になっている。何故この特対
事業の中に増進事業が取り込まれるようになったのか。その必然性は何か。この点が明らかにな
らないと，特対事業そのものの理解が行きとどかないように思う。従ってまず，農振法に定めら
7）　このことは別に一国に限らない。資本主義経済の発展につれて都市と農村の格差が生まれたが，同時
　にこれは，旧宗主国と植民地，工業国と農業国との間にもみられた。一国の問題としては我が国以外に
　も，例えばスコットランドの自治権拡大をはかる「地方分権法案」が，今秋には実現するであろうし，
　後進国の自主性が最近とみに強調されていることも周知の通りである。
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れた農用地利用増進事業についてみることにしよう。
　農振法そのものは前記の通り44年に制定されたが，実は50年に重大な改正がなされたのであ
る。しかもこの改正は，我が国の農地制度史上一時期を画するのではないかとの評がある。それ
はこの改正によって創設された農用地利用増進事業が，農業振興地域の農用地区域内にある農用
地を有効に利用する方法として，農用地の賃貸借を進めようとする事業であるからである。いう
までもなく現下我が国の農地制度は，農地法をもって規定されているが，その法によって農地の
賃貸借は，原則として禁止されている。それであるから50年の農振法改正は，直接農地法の改正
によらずに，農地法の特例を伴ったものとして，制限付きではあるが借地農主義を打ち出したも
のである。
　その意味ではこの改正によって，農地法に大きな穴があいたということはいえる。農地政策は
農地法と農振法の二本立てで行われるようになった。しかるにこの二法は，根本的に理念を異に
している。立法の思想が違っており，農地法は自作農主義で農振法は借地農主義である。二本立
てといっても，矛盾しない併立可能な二本立てではなく，全く相反する考え方に立脚した二法に
よって，これからの農地行政が執り行なわれることになった訳で，奇妙といえば奇妙ということ
になる。
　それはともかくとしてこの増進事業は，農地をどのように考え，どのように処理しようとして
いるのか。事業の内容に立ち入って検討を加えてみるが，その前に，そこに至るまでの経過につ
いて若干触れてみる必要がある。この事業は前記の通り農振法の改正によって生れたが，それ以
前に新都市計画法（昭和43年）による線引きがあり，市街化調整区域が設定されて，農地の無計
画な侵蝕を防ぐ措置がとられた。しかるに経済の高度成長によって，非農地に対する需要圧力が
高まり，また一方では農地確保の必要性も大きくなって来た。「新全総計画」が閣議決定された
のは正にこのような時で，都市については「都市再開発法」が，農村については農振法が44年に
出されたのである。
　都市は都市で再開発を考えるが，農村は農村で，農用地を確保する方策を考えようというので
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あるが，しかし現実には，農振法によって農業が一歩後退したとみるべきであろう。市街化調整
区域というのはいうまでもなく，都市計画区域のうち「市街化を抑制すべき区域」であり，非都
市化区域であるが，その総てが農業振興地域に指定されている訳ではない。積極的に指定される
べきであるとの主張もあるが8），現実には必ずしもそうではない。法では，都市化区域に農振地
域の指定はできないとあり（法第6条第3項），一方農振地域の指定そのものには同条第2項に厳
重な，そして実質的には制限的な要件が示されている9）。
　すなわちそれは，あらゆる条件を検討して，現在はもちろん将来にわたって立派に農業を経営
し，さらに近代化を進めうるような，そうした農地が相当規模存在すること，というのである。
厳密にいえばかかる要件を具備する農地は，恐らくそれほど多くはないように思うが，しかし一
応，ほとんどの調整区域が，その指定を受けているようである。ということは逆にいえば，農振
地域への指定がそれほど厳密な意味をもっていない，ということにもなる。
　農振地域の指定はいわば大きな網をかぶせたようなもので，従って実際には，地域の指定を受
けた市町村が，整備基本方針に基づき，都道府県知事の認可を受けて定める整備計画（法第8条
第1項及び第3項）で，農用地区域とその区域内の土地の農業上の用途区分を定める，そのことの
意味の方が大きいのではないか。この農用地区域については，土地利用について一定の制約があ
り1°），従って農用地利用計画の決定に当っては，市町村長及び都道府県知事に対する住民の不服
申し立ての途が開かれている。
　ところで農用地区域は，その性質上農振地域の全域に及ぶものではない。その中でさらに農用
地として確保すべき土地，それが農用地区域なのではないか。もう一度都市計画法との関連から
みてみよう。まず市街化調整区域がある。その中で農振地域が定められ，さらにその中に農用地
区域が設定される，とこういう順序でしだいに農業用地が限定されて来ているが，こうした限定
は，いいかえれば農業用地の縮少ということではないか。これは別に，農地が減少しているとい
8）全国農業会議所「改正農業振興地域整備法の解説」昭和51年，34～5ページ。
9）　第6条2　農業振興地域の指定は，その自然的経済的社会的諸条件を考慮して一体として農業の振興
　　　を図ることが相当であると認められる地域で，次に掲げる要件のすべてををそなえるものについて，
　　　するものとする。
　　　1　その地域内にある土地の自然的条件及びその利用の動向からみて，農用地等として利用すべき
　　　　相当規模の土地があること。
　　　2　その地域における農業就業人口その他の農業経営に関する基本的条件の現況及び将来の見通し
　　　　に照らし，その地域内における農業の生産性の向上その他農業経営の近代化が図られる見込みが
　　　　確実であること。
　　　3　国土資源の合理的な利用の見地からみて，その地域内にある土地の農業上の利用の高度化を図
　　　　ることが相当であると認められること。
10）農地利用計画が定まると，①農地転用の制限（法第17条），②開発行為の制限（法第15条の15及び16），
　③土地利用についての市町村長の勧告及び都道府県知事の調停（法第14条，第15条），④特定利用権の設
　定（法第15条の6～14）など土地利用について一定の制約がなされる。
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うことを意味しているのではない。政策主体の姿勢として，農業用地確保の戦線をしだいに縮少
して来ている，ということである。
　さてこうして政策主体の姿勢が，一定面積の農業用地を確保するために，ある程度の譲歩もや
むなしとしているその一方で，農用地利用増進事業が進められてきた。前記の通りこの事業は，
50年の農振法改正によって起されたもので，農用地区域内の農用地を有効に利用するためのもの
である。さらにはまた，経営規模拡大のための方策とも考えられた。この二つの目的を達成する
ために，農用地区域内の一定の区域ごとに，市町村が農用地の所有者等の意向に基づき，計画的
に農用地の利用権の設定を促進する11），かかる事業をさして農用地利用増進事業という。
　農林省農政課の説明12）によれば，この事業が必要になった脊景は次の如くである。①農用地の
有効利用を促進し，農業生産力の増強をはかることがますます必要になったこと。つまり農用地
の確保が難しくなって来た中で，ようやく確保した農用地であるから，これを高度に利用できる
ようにしなければならない，ということ。②農用地の流動化による経営規模の拡大が進んでいな
い状況を打開して，農用地の利用を増進するとともに規模拡大を進める必要があること。すなわ
ち農地の資産的保有が進み，一方では耕作権保護の強化があり；農用地の売買も農地法の許可を
受けた賃貸借も進まず，規模拡大が実現しないこと，そして現実には耕作放棄，荒し作りが行わ
れる一方で，意欲的農家の規模拡大もままならぬといった事態が進行しつつあること。③農用地
の貸し借りが安心してできるような方策を考えることにより，農用地の有効利用と規模拡大がで
きる条件のある地域が多くなって来たこと。つまり農用地の貸し借りについて農地法の特例を伴
う新しい法律制度を作り，貸したい農家に安心して貸せるようにし，借りたい農家に安心して借
りられるようにする。貸したい農家と貸りたい農家に分かれて来ている地域が，多くなっている
ようであるが，そうした地域で両者の橋渡しの役目を果すような，そうした方式が必要になって
来たこと，以上である。
　いずれにしてもこれは，農用地の有効利用と規模拡大のため，農地法の特例を設けて利用権の
設定を行なおうとしたものである。何故そのような措置を必要としたか，その現実的意味は明ら
かで，かの請負耕作の認知ということである。権利的には不安定な請負耕作を認知し，それに法
的根拠を与えようとするもの，ヤミ小作を認知し，農地法による小作関係ではなく，耕作権の伴
わない一時的賃貸借として認めようとするものである。
　売買による規模拡大が，農地価格と農業収益との乖離によって絶望的となり，農地法による小
作関係の設定では，耕作権の保護が強くて貸手に不利なために，耕作放棄や荒し作りが起ってい
る。そうした中で自然発生的に生まれ，水が乾いた土に浸みるように拡がって行った請負耕作で
11）農林省構造改善局農政課「農業振興地域i整備関係新法令通達集」第3集（通達編・続）昭和50年，2
　ページ。
12）同「農用地利用増進i事業の進め方」昭和50年，1～3ページ。
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表1　稲作作業を受委託した農家数割合
（％）
水田保有農家数
に占める委託農
家数割合
45年　　50
作業別（水田保有農家数に対する委託農家率）
耕 起田植え 稲刈り
45 50 45 50 45 50
36・41・9・・い1・82・・17・・58・76．・・2．・
???? ）?? ?? （?
全
?
4．4
都
府
県
総 数
0．3ha未満
0，3～
0．5～
0．7～
1．0～
1．5～
2．0～
2．5～
3，0～
36．6
70，9
54，4
37．1
24．5
15．8
14．3
14．4
15．1
16．7
29．7
50．6
38．1
27．9
21．5
17．8
16．8
16．5
16．8
16．0
32．0
69．2
51．4
32．9
19．2
10．6
7．4
7．0
7．2
8．5
22。9
47．1
32．0
20．　7
13．8
9，9
8．3
7．5
7．1
6．3
7．5
11．5
9．2
7．4
6．3
5．7
5．2
5．1
4．9
7．5
8．8
15．4
12．0
8．9
6．6
4．　9
3．9
3．1
2．8
2．6
6，7
9．0
7，8
6．5
5．7
5．3
5．5
6．1
6．8
7．6
??????????4．5
0，8
1．9
3．1
4．6
6．7
9．2
11．8
14．2
16．3
備考（1）農林省「農業センサス」による。
　　②　沖縄県を除く。
ある。表1によれば50年には水田保有農…家の約30パーセントが委託に出している。実数は約125
万戸を数えるが，率は45年にくらべてむしろ低下している。
　この表によると，委託は田植えと稲刈りに少しつつ集中する傾向がみられるし，また委託者は
小規模農家，受託者は大規模農家といった分化が見られる。こうした現象は，最近小規模農家に
小型動力耕うん機が普及し，耕起や代掻きを自前で行なうようになって来たこと，大規模農家に
高能率の田植機，稲刈機が導入され，それに余力があり，一方小規模農家には作業別に異った機
械を購入する余力がないこと，などの反映であろうか。いずれにしてもこの実績からは，次のこ
とが推測されう、るのではないか。すなわち，全体としてはそれ程の拡がりをみせてはいないが，
それでも大規模農家の受託割合が大きいところから，前記増進事業を，規模拡大と農業の担い手
育成をからめた，請負耕作等認知の手段として，登場させて来たのではないか。
　いうなればこれは窮余の一策であり，あるいはまた最後の切札ともいえる。農地法に対する搦
め手攻略の奥の手を，特例という形で使ったのが増進事業なのではないか。こうみてくると，特
対事業と増進事業との関係がよく分る。前者が後者を取り込んだというより，前者は後者の延長
線上にある，といった方がいいようである。ただし後者の延長線上に，自然に前者が生まれて来
たのではない。それにはそれだけの理由があってのことである。
　すなわち増進事業は50年に始ったが，51年11月末までの実績は表2の通りである。まだそれ程
多くの地区が指定されている訳ではない。その理由についての調査があるかどうか，今の時点で
筆者には不明である。従って推測の域を脱しないが，地区く・るみの事業となると，利害が完全に
一致しなければ成立し難いのに，今日の農村は，かってのような均質社会でなくなっているし・
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表2　農用地利用増進事業概要（全国）
（ha，戸）
農用地利用増進規定
??? 実施区域内農用地面積
灘跳ちぢ議魂計
222　　128，461　　　85，145　　　　5，122133，583
利用権存続
期間（年）
別区域数
・23i45
21ア　　1ア4　ア　13
農用地利用増進計画????
163
利用権設定面積
?
1，79B．7
畑
523．3
鞭膿地計 採　草
放牧地
34．0　　2，356．O　　　　l5．］
?
???
2，371．1
関係農家数
貸手
法人1
　8，545
借手
法人3
　5，445
備考（1）農林省調べである。
　　（2）昭和51年11月末日現在である。
それに伴って村共同体が崩壊しつつあるので，実のところそう簡単に計画通りことが運ばないの
ではないかo
　恐らくそのへんのところは計算ずみで，初年度，次年度と少しつつ指定をふやし，事業の成り
行きをみていたのではないか。一方事業発足と同時に，農用地利用増進事業促進対策事業（以下
促対事業）が進められたが，こうした経過をみると，かなり慎重にことが運ばれてきたのではな
いかと判断される。この促対事業は，50年8月6日次官通達「……事業実施要綱の制定につい
て」に示されており，その要綱によれば，増進事業のモデル地域を定め，そこに促対事業を実施
することになる。そして実施区域には，平均5，000万円の事業費が定められ，その2分の1以内
を国が補助する。さらに都道府県，市町村にも，推進指導のための経費について，その2分の1
以内の補助がある。促対事業の概要は表3の通りで，増進事業指定地区数271のうち，促対事業
指定地区数は218である。
表3　農用地利用増進事業促進対策事業の概要（全国）
50年度促対事業指定地区①
驕裏地区数
　　　1
公告済地区数
1網計画
51年度促対事業指定地区②
関係市
町村数
???公告済地区数
規定　計画
国の助成のない地区③
関係市
町村数
???公告済地区数
規定　計画
合
?
???
　　　1　　　聖公告醜区数関係煎
町村ﾚ細計画95・・lg792・・gl・2・93585・53321・325727・222巨63
　備考（1｝農林省調べである。
　　　（2）昭和51年11月末日現在である。
　　　（3）合計欄の関係市町村数が①，②，③の関係市町村数の合計と一致しないのは，①，②及び③に
　　　　同一市町村があるためである。
　こうして当初は，促対事業の成果が近隣に影響し，増進事業を促進するよう期待する，という
態度であったにもかかわらず，食糧自給力向上の要請，地域主義の拾頭に合せ，ここに新たに地
域農政特別対策事業の名をもって，拡大発展の歩を進めることになった。もちろん単なる便乗で
はなかろう。時流に乗るというだけのことではあるまい。農林省は増進事業実施の意志ありやに
ついて，全国2，972市町村の意向調査を行い，うち1，650市町村から「ある」の答をえている13）。
13）農林省調べ。「農用地の利用増進に関する意向調査」による。
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従って増進事業の拡大には，ある程度の見通しをもったに違いない。そしてその上で，特対事業
につなげたとみるべきか。何れにしてもこうして特対事業が，農地法特例の農地の賃貸借増進を
基本にすえた，総合的地域農政であることが明らかになった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（三）
　特対事業に至るまでの経過は以上の通りである。次に特対事業の内容を概観することにしよ
う。事業の構成については口の初めに触れた。従来の事業を一体化し，総合している点からみる
と，バラバラ農政の一部修正ともいえる。しかしそれだけ事業の内容が複雑になるのはやむをえ
ない。それはともかく，順序としてまず「地域農政総合推進事業」がすすめられる。これは営農
志向，土地利用の方向，資本装備のあり方及びその具体化のための補助・融資事業の導入等につ
いて，集落別検討会，担い手の意向把握，担い手の相互交流等により地域農政の総合推進方策を
作成する14）仕事である。なお方策の樹立は初年度で行ない，次年度以後の担い手対策をどうする
かは別途に検討する。
　そして次が「農地管理事業」である。これが最大の眼目で，農用地の流動化の方向，経営規模
拡大の方途等を，農業集落ごとの農業者の自主的な話し合いによって具体化するための，農用地
利用調整事業を実施し，農地移動の動向の取りまとめを行ない，その上で農用地利用増進計画の
作成，草地利用権及び特定利用権設定のための調査，調整等を行ない，地域ぐるみでの農用地の
賃貸借等の促進を図る15）。これは農用地利用増進事業の推進を意味するが，要はこの事業を通じ
て，地域内に農地の集積を行おうとするものである。
　以上総合推進方策の作成，農用地管理事業の実施については，集落毎に話し合いがもたれ，組
織化された担い手の定着を促進する。この話し合い，相談が重視され，これが地域農政成否の鍵
になると考えられている。もちろんこの話し合いの過程で，山積する農村，農業問題についても
語られることが期待されている。何れにしてもこの集落毎の相談結果が，次に実行に移されるこ
とになる。その重要な部分として整備事業の実施があり，それには①土地基盤の整備，②機械施
設の整備，そして③担い手農家の活動を促進するものとして，先進地事例視察・研修会，技術交
換会の開催やそれへの参加などがある。
　これらを要約すれば，大は現下の農業問題に始まり，様ざまな問題について語り合い，やがて
集落の農業のあり方に及び，結論的に集落単位での農地の集積を図って，担い手が賃貸借により
農地をその経営に集中するようにし，そうした下ごしらえの上で集落の土地基盤を整備し，機械
施設を整備して高能率農業を実現する。このように進めて行けば，食糧自給力の向上に役立つの
ではないか。以上が特対事業のあらましである。
14）前掲農林省資料，H．4．（1）．ア。
15）同，イ。
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　この事業の予算総額は5，001百万門，うち推進活動は841百万円で1，000市町村指定，1市町
村当たり事業費は1，566千円でその2分の1，783千円が国の補助である。整備事業は4，160百
万円，260地区指定，1地区当たり8，000万円，補助率は2分の1，2年実施で初年度実施率40
パーセントとなっている。整備事業指定地区の数はひかえめであるが，とにかくこれが，ミニ構
造改善事業であることに違いはない。
　ところでこの事業が具体的に実施された場合，その現実的な効果は何かを考えてみよう。先に
も記したように政策の理念と現実は，必ずしも一致しないとみられるからである。しかし両者は
必ず一致しないもの，と決めてかかる訳には行かないので，以下にこの特対事業の成否を，若干
検討してみることにしたい。ただし問題が多岐にわたっているので，本稿では地域主義と借地農
主i義との関連を主に，取り上げて行くことにしたい。
　（1｝この事業の特色の一つは，推進事業を設けて地域の人達の自覚を促がし，納得つくで事業
を進めようとしていることである。その地域で行なうべきことを「地域農政」と称しているとこ
ろなど，ある意味では地域住民の泣きどころをおさえたやり方である。すなわち地域主義が各方
面でいわれ，地方分権的思考が権利意識の高揚と共に一般化しつつある時16），地域農政といった
表現は，確かに時流にのったものといわざるをえない。
　しかしながら時流にのるということと，歴史の動向の上にのるということとは，おのずから別
個の意味をもっているようで，仮に時流にのったとしても，歴史の動向には反している，という
ことも十分にありうるのである。例えば我われは，今までしぼしば現下の経済社会の動向を協同
体制の深化とみ，未来社会を共同体社会とみて来たが17），その見解に立って土地所有を考えると
，それが共同体と深い関わり合いをもっていることに気づくけれども，この特対事業は，地域主
義という時流にのってはいるが共同体への志向はみられない。その上さらに，農地法が原則的に
禁止している農地の賃貸借を，特例を設けてまで復活するという時代錯誤に陥入っている。
　それはともかくとして，まず初めに推進事業によって地域農家の意向が積み上げられ，仮に一
つの意見に統一されたとしても，それは必ず妥協の産物であり，決して未来を透視する体のもの
ではありえない。何故かといえば，そこで話し合われることは，結論的にいえば誰が農業を縮少
し誰が拡張するか，誰が土地を貸し誰が借りるか，期間は何年で賃料はいくらか等，まことに生
臭い内容をもっており，どこまでも摩擦をさけながら，賃貸借による農地の流動化をはかろうと
するものであろうから。．
　しかも現実には，そうした話し合いが簡単に行くとは限らない。限らないから，増進事業の延
長線上にこの特対事業をすえたのではあるまいか。「民主的」に，地域の意向を尊重して事業を
16）例えび住民運動などがその好例であろう。さらにはいわゆる革新自治体の首長などが，しばしば口に
　する中央政府批判など，今日では別に珍しいことではない。
17）　例えば前掲拙著。なお柏祐賢「危機の歴史観」1968年を参照されたい。
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進めようとする，そのポーズの裏側に，政策の意図がはっきりとみてとれる。そして所詮は金で
解決するしかない。それであるからこそ，一地区8，000万円という巨額の金を，整備事業に投入
するようはかられているのではないか。つまり要するに，話がまとまれば巨額の資金がはいる
し，話し合いの経費も推進事業費で出るとなれば，話し合いも簡単に終る可能性がある。
　いずれにしてもこの地域農政には，共同体志向の歴史的洞察が欠けている。こうなると政策の
理念そのものまでぼけたものになる。しかもこの事業の結果残るのは，少くとも農地法の特例で
ある。すなわち一定の制限地域内においてではあるが，賃貸借を認めたということである。しか
もその場合の賃貸借形態は，かなり異常なあり様を強いられている。極めて短期間の契約で，従
って耕作権を伴わないものである。前述の通り，これは，請負耕作の便宜的認知以外の何物でも
ない。そしてこのような便宜的解決策で，土地制度の今日的矛盾を，根本的に解決できる筈がな
いo
　（2）さらにもう一つ。賃借りと否とを問わず，農地を耕やし経営を営む場合，経営の永続性を
願わない農家はない。現実にそれが可能かどうかは別として，経営者である限りは当然にもつ願
望といえよう。ところが2年から3年，長くて5年で土地を返さなくてはならず，離作料もとれ
ないとなると，資本や労働の投下はどのようなパターンを示すであろうか。もちろん機械の導入
には投資を必要とし，現実に採算を度外視して機械化が進んでいる。大型機械所有者は余力があ
るから請負耕作もする。そうなれば借地にも固定資本の運用がなされる理くつである。また肥料
や農薬などの流動資本も当然投下される筈である。
　さて問題は短期借地で，そこに成立する農法は，恐らく機械，化学肥料，農薬といった物理的，
化学的生産手段による無機的生産の推進であろう。それは自然の循環を断ち切った一過性生産の
繰り返えしになる。そうなると土地は，いわば装置的役割りを果すよう期待され，可能な限り装
置性をもつよう整備されて行く。
　特対事業が整備事業をセットにしていること前述の通りであるが，それにはそれだけの意味が
あった。しかし整備事業によって土地が地域の全体にわたって装置化され，ひたすら大規模な無
機的機械的農法が推進されるようになると，我われが通常農地の概念の中に含める地力の問題
は，ほとんど完全に無視されることになってしまう。むしろ地力の中に含まれる諸もろの要素を
排除することが，事業の重要なねらいにもなりかねない。近代科学は不明確な要素の存在を許さ
ないからである。
　いずれにしてもこうして，地力の維持増進は農業経営・技術の発展を追求する際の，重要なテ
ーマでなくなってしまう。従って地力を維持するために必要な資本や労働の投下に，さしたる関
心も払われなくなってしまう。その反動として有機農法が主張されるが，ともかく特対事業推進
の結果，土地の荒廃が現実に起る可能性がある。
　（3）このことに関連してもう一つ問題が指摘できる。整備事業の内容をみると，従来の構造改
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善事業的思考方法が踏襲されており，地域農政を新らたに主唱する理由が，整備事業に関する限
り見当たらない。我が国の構造改善事業が，西ドイツ農業法を模倣しながら，なお以て非なるも
のに転化してしまった18）理由が，ここでもまた思い起される。
　なる程耕地整理をし圃場の統合をし，農道の整備をするなどは，日本の構造改善事業でもやっ
ていることである。いや我が国の構造改善事業では，むしろそのことが主体となっていた。実質
的にはあるいはそのことが目的になってしまったのかも知れない。しかるに西ドイツでは，それ
は手段であり，目的は規模拡大を実現し，さらに農村そのものの改造を行なうことにある。そし
て事業の実施により大規模農家がふえ，農村の居住環境が改善され，地域社会の構造変化をもた
らした。新しい文化景観（Kulturlandschaft）ができ上って来たのである。
　西ドイツでもこの事業を遂行するに当たり，地域住民の意向がくり返えし問われ，その積み上
げが重視されたらしいが，もちろんそれは，この事業の困難さ，特に集落構造をかえることの困
難さを物語るものといえよう19）。今回の特対事業が，従来の構造改善事業と異る点は，推進事業
によって集落の農家の話し合いを進め，それを重視した上で整備事業を実施する，二段構まえの
対応をしていることであるが，西ドイツと同じように，事業の因難さが十分に認識されたからで
あろう。いずれにしても構改事業よりは，西ドイツ的手順に近づいて来ている。近づいて来ては
いるが，それでもなお，ある地域の集落構造を変え，新しい文化景観を現出させるまでには至ら
ない。
　ところで西ドイツにおいても，かって見られたような農村共同体（Agrargemeinde）は存在し
ない。我が国も同様であるが，そういうこととは関わりなしに，地域の生活環境をよくしようと
いう発想，いいかえれぽ発想それ自体の中に地域性が自然にはいり込んでいる，といったことの
有無は，こうした事業を遂行する上で，大きな意味をもつのではなかろうか。何故そうした差が
生まれて来るのか，そうした議論を続ける余裕をもち合せていないが，それはともかくとして，
そのような違いがもたらす一つの結果として，我が国では計画の中に「地域システム」がはいり
にくいという，重大な欠陥が生まれて来ることになる。
　現代都市計画においてそれは，恐らく中心的な課題になるのではなかろうか。環境問題はいよ
いよ厳しさを加え，エネルギー問題もからんで，暖房一つとっても，地域暖房システムが重要テ
ーマになっている。農村についても，様ざまな地域システムが考えられていい筈であるのに，特
対事業には「農村計画」的発想がみられない。繰り返すがこの事業が，かの請負耕作の認知を本
質とする，応急的農地政策事業である以上当然の成り行きといえよう。
　（4）さてそうなると，西ドイツの場合は，事業によって大規模農家が増加し，一方では兼業農
18）　前掲拙稿r報告』第38号，32～3ページ。
19）西ドイツ農業法（1955）による構造改善，さらに新しい文化景観を作り出すDorferneuerung，その現
　状については相川哲夫「西独農業の現状と農村」農村組織研究シリーズ第9集，農林中金研究セソター，
　昭和52年を参照のこと。
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家一通勤兼業農家がふえているというのに，オール兼業化はしたが一向に大規模農家の育たない
我が国農村，この両者の差をどのように説明したらよろしいか。あるいはその答は，おのずから
明らかなのかも知れない。西ドイツでもこの事業は，それ程安易に遂行された訳ではない。やは
り困難な事業であり，「その困難さは私的土地所有にある」20）といわれている。そうした中で事業
が進められ，とにかく前記事態の出現を招きえた一つの鍵は，産業構造の違いにあるのではない
か。
　我が国でも農村地域への工場誘置がはかられたが，その政策はそれ程の実績をあげていない。
計画的に工場分散をはかって来た，彼の国との違いが明瞭に出て来ている。我が国でも通勤兼業
がしだいにふえて来ているが，その生活は，農業を放棄できるまでには安定していない。さらに
土地の財産的価値を保持するため，農地を手放したがらない。周知の通りこうしたことから，作
業委託がふえ，請負耕作によって規模拡大をはかる，といった日本的現象が起って来たのであ
る。産業構造の問題を解決しないで，Aは農地をBに委託し，　BはAやCから農地の委託を受
け，Bは農業生産の担い手として定着するといったようなことが，果して起りうることなのかど
うか。利害相反し陰微な思惑の渦巻く農村社会で，どのような話し合いをすれぽ，そうしたこと
が実現できるのであろうか。
　様ざまな問題をかかえているとはいえ，現実は未だ資本主義経済体制の中にある。それである
からこそ，体制成立の前提条件である完全所有権が，法的に認められている。ところが農地改革
により農地については，それが一部否定されて今日に至っている。資本主義的土地所有が否定さ
れはしたが，しかし農地をとりまくそれ以外の条件は，ことごとく資本主義体制に即したもので
ある。かくて農地制度史上画期的な改革によって生まれた農地法であるが・今や皮を剥がれ肉を
削がれ，さらにまた別の法律で，特例という麻酔で骨を抜かれようとしている。これが今の農地
法の，見るも哀れな姿である。
　しかし逆に，そのことから問題が発生して来ている。すなわちこうである・確かに農地法は骨
抜きにされようとしている。しかしそうであるからといって・完全に資本主義的土地所有制度に
戻せるかといえぽ，それは不可能である。そうすることは明らかに，歴史に逆行することであ
る。何故か。
　我が国の農地制度政策は，大正時代より自作農主義に傾斜して来た・そもそもこの政策は，自
作農主義をとるか借地農主義をとるか，二つに一つしかないところに特徴がある。我が国では借
地農主義をとらなかったが，それでも自作農創設事業を進めながら・現実に存在する小作農の保
護策として，小作権の確立につとめても来た。何故そのような二元的措置を講じたかといえば・
その目的が階級対立をなくすことにあったからである。すなわち自作農創設，維持により小作地
を減じ，小作争議発生の基盤を少くすること，小作権を保護して地主の土地取り上げを封じ・こ
20）　前掲相川稿，23ページ。
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れまた争議発生の根源を絶つこと，これである。
　特対事業では賃貸借を認めるけれども，耕作権は認めない。耕作権を認めさえしなけれぽ，土
地所有者は安じて土地の財産的価値を保持でき，3年前後経過すれぽ，それを第三者に売却する
ことも可能である。そしてそのような措置こそ，農地の流動化を促進しようとするこの事業の，
眼目であった筈である。土地の所有者からみれば都合のよい制度で，そこに資本主義的土地所有
の典型をみることができる。
　反面それは，借地農にとって不都合な条件である。この農家の規模を拡大し，経営を安定さ
せ，地域に定着させるには，土地条件の基本になお不安が残される。土地所有制度が資本主義的
であれば，地主にとっては好都合であるが，実際の耕作者である借地農にとっては不都合にな
る。それにもかかわらず，かかる借地農に食糧自給力の向上を期待している。そのような期待を
するからには，いずれ耕作権保護に踏み切らざるをえまいが，当面は農地の流動化を実現するた
めに，耕作権は見送りとする。政策当局者の思惑を，このように判断してよろしいかどうか。
　しかし，いずれにしても借地農政策が進められて，借地農が一般化すれば，再び耕作権問題が
むし返されるに違いない。その時また，農地法が息を吹き返すことになろうか。そうなると特対
事業というのは一体何なのか，という疑問が出て来るが，この事業も，名称に地域をつけ，地域
主義をうたうことによりイメP－一ジ・チェンジをはかった，というだけのものなのか。本質におい
て従来の農政事業と変りないものなのか。そのへんが全く曖昧で，従ってどうも，手詰り状態に
ある農地の流動化を，これをきっかけにして促進しよう，ただそれだけのもののようにもみ受け
られる。さらに悪くかんぐれば，農地流動化の手詰りの責任を，集落農家に転化しようとしてい
るのではないか，このようにもいえるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（四）
　さて政府は，この特対事業によって食糧自給力の向上をはかるという。しかし特対事業が成功
裡に進められても，それと食糧自給力の向上とが結びつく，直接の由因は何もない。両者の間に
適当な中間項があれば，うまく結びつくのかも知れないが，事業の内容をつぶさに検討してみて
も，それを発見することは難しい。先にこの食糧自給力の向上は，予算獲得のためのキャッチフ
レーズであるとしたが，しかしたとえそれが政策目標の実現に結びつかないとしても，事業が予
算を伴って実行されれば，何らかの具体的効果を農村経済社会にもたらすであろう。以下に若
干，その点に関する考察を行なうことにしたい。
　現在経済は世界的に低成長時代にはいり，国によっては異常な不況に見舞われている。こうし
た経済の動向の中で，この事業のなり行きをみると，明らかに経済への奉仕を余儀なくされる農
村，農業の姿が浮び上って来る。すなわち次の通りである。最近企業の倒産が相いつぎ，その数
は史上最高に達したとか。戦前は不況になると，職を失った人達が農村に戻った。農村は労働力
一40一
のプールとしての機能を果していた。今は事情が変って，農村ないしその近くまでは戻っても，
農業に戻ることはほとんどなくなっている。特対事業が推進されれば，事態は一層深刻になる。
一旦離農したものは，おそらく帰るべき家を失う。家はあってもそれはもう，農家ではないから
である。そうなるとこれは，いわゆる「囲い込み運動」的効果をもつようになる。生産手段をも
たない大量の低労賃労働者を，都市産業に供給する役割りを果たす21）からである。
　またさらに技術の機械化，装置化が進み，土地改良，灌慨排水施設，農道その他の道路，それ
に生活環境整備など，様ざまな事業が進むと，巨額の資本がこれから全国の農村に投じられるこ
とになる。それは当然に，農機具，自動車製造業，建設業等に対して，巨額の需要を提供するこ
とになる。それに，かかる条件のもとで成立する大規模機械化農法は，多くの批判を越えて大量
の化学肥料，農薬を使用することになろうが，以上のどれをとってみても，工業部門の発展を促
がす有力な刺戟剤になる。深刻な不況を打開するための，有力な手がかりを与えることになる。
いずれにしてもこうして，非農業部門に奉仕するぼかりなのか。農村経済社会には一体何が残る
のか。以下に若干検討を加えてみることにしよう。
　（1）何よりもまず，農地法に対する不信感がいよいよ強くなる。法軽視の風潮がますます助長
される。かって一国の首相が，農地法廃止ともとれる見解を述べたことがある。そのため農地法
に対する風当たりが急激に強くなったが，不用意，不見識な発言といわざるをえない。そもそも
農地法は，土地憲法ともいうべき大法で，総理大臣といえども軽々にその改廃を口にすべきでは
ない。
　農地法は，土地所有にまつわる権利と義務を明らかにしているのであり，単にどこそこの土地
は売ってもよい，あるいは売ってはいけないといった，技術的なことを規定した法律ではない。
この法律は，もっと重大なこと，農地をもつことの意義を明らかにしたものである。農地の所有
者は，農地を立派に耕やし，一般的水準以上に生産性をあげる社会的義務を負っているが，この
法律は，農地の所有が本来社会的なものであり，土地はその本質において社会財であることを示
しているo
　従ってこの法律を無視し，軽視し，．はては時代錯誤などと評するのは，ことの本質を弁えてい
ない証拠である。そのような人の認識では，土地も他の商品，財と同様，単に売買，賃貸の対象
であるに過ぎない。従って当然投機の対象にもする。かって国をあげて土地ブ…ムが起ったが，
そのブームの中で，農地法がいかに邪魔もの扱いをされたか，大方の記憶に新しいところであ
る。この法律が農地を社会財として捉え，その売買，賃貸の自由を制限しているからであるが，
それであるからといって，この法律を軽視したり無視したり，はては時代遅れのと評したりして
いると，土地所有の正しい認識が得られず，誤った農地政策の拡散を招きかねない。
21）　このような労働者が都市のどの部分にプールされるかについては，それが中小企業部門であることを
　既に指摘したことがある。前掲拙著，210ページ以下。
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　何よりも恐ろしいことは，そうした風潮のひろまりの中で，農家が農地所有に伴う社会的義務
を，ほとんど自覚しなくなるということである。農地改革で小作地が解放された時点では，人に
よって多少の差はあっても，改革の意義について何がしかの自覚をもっていた筈である。それが
今ほとんど失われているが，その時，しかも最も重要視している農用地区域の土地について，農
地法の特例を認め賃貸借を進めようという。しかも耕作権を認めない賃貸借を進めようという。
最重要農業地区において，土地憲法にもいうべき農地法が，その権威を失ってしまいそうであ
る。
　②　推進事業に基づき集落での話し合いが行われるが，その最大の眼目は，農地を貸す農家と
借りる農家とを区別することである。現在作業委託をしている農家などは，話し合いに応じ易い
のではないかとの見解もあるが，農地の賃貸はむしろ経営委託の部類に属し，その経営委託は，
今のところほとんどみられないのが実情である。従ってそうした見解は，必ずしも当を得たもの
ではない。作業委託があれぽ農地の賃貸借も，割合い簡単に受け入れられそうにみえるが，必ず
しもそうは行かないのではないか。
　さらにこの作業委託や請負耕作にも，地域性や階層性があり，全国到るところに満遍なく存在
するものでもなく，委託者の階層は0．3ha以下に集中している。こうした状況下で推進事業を
進めても，困難が予想されこそすれ，楽観は決して許されない。冒頭に記した通り農家を貸し手
と借り手に分ける作業は，恐らく困難を極めるに相違ない。それを予想するからこそ，事業費と
して1市町村当たり1，566千円（補助率種）を計上しているのではないか。それが何に費消される
かは別の問題であるが。
　それはともかくとして，農家の区分ができるかどうかが，特対事業成否の鍵である。もちろん
農家の希望をもとにしてのことであるが，談合に談合をかさね，世界の食糧事情から国内農業事
情，産業構造などを話して，それ故にあなたのところは農地を誰だれに貸しなさい，あなたの家
はそれを借りて規模拡大をしなさいと，集落中の農家を説得することができるかどうか。これが
問題なのである。
　官庁の出す法律や要綱などは抽象的で，それだけでは現実に起って来る事態が，はっきりとし
た姿で捉えられないことが多い。この特対事業なども，要綱をみているだけではなかなか実体が
掴めない。その実体をこのように把握してみると，推進事業そのものが既に容易でないことを知
る。この難事業をこなせるだけの能力が，市町村自体にあるのか。それだけの自治能力があるの
か，という問題がクローズ・アップされて来る。
　もちろん市町村のみで処理できる問題ではなかろう。農業委員会，農協，土地改良区等の協力
があって，はじめて可能なことであろうが，船頭が多ければできるというものでもない。結局は
誰か，知・徳・体にすぐれた組織者の出現を待つしか，ことを進める術はない。しかしそのよう
な人物は，現職の市町村長からすれば，自分の地位を脅やかす政敵になりかねないから，現実問
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題となると推進事業担当者の選定は難しい。しかし結局は新しい小ボスの誕生をもって，この事
業は終る可能性が強い。
　（3）ところでこうして談合が重ねられて行くうちに，農地を貸すように話しかけられている農
　　　　　　　　　　　　　　　ヤ家一多くは零細兼業農家であろう一の間に，しだいに厭農気運が醸成されて来るのではないか。
世界情勢と自分の農地保有との関わり合いなど，簡単に理解できる話ではない。しかも話のたび
に土地を貸してやれといわれれば，どうでもいいような気分に陥ちいらざるをえまい。
　そこで話に応じて農地を貸すことに同意したとする。もちろん賃貸料が話し合いで定められ収
入としてはいって来るが，賃貸料が従来の農業所得より少なければその分だけ減収になる。その
分別に収入増をはからなければならない。それをどうするか。特対事業で補助金を受けるのは，
農業を続ける人達で，貸す方の生活は自からの責任において守らなければならない。従来の兼業
先が，それは気の毒であるということで，農地を貸して兼業農家であることをやめた労働者に，
従来以上の賃銀を払うとも思えない。農地を貸すことによって生じる減収分を，誰がどのように
して補うのであろうか。
　それから農地を貸した後のことであるが，より多くの収入を求めて村を離れ，都市産業の労働
者になり切るか，つまり挙家離村をするかというとこれがまた疑問である。それらの人達を完全
に受け入れられる程，我が国産業の雇用力が大きいとも思えない。現に失業者はおびただしい数
にのぼり，経済の減速成長期にはいっては，雇用力の増大など望むべくもない。雇用力の増大は
産業構造全体の問題であるから，農業側で一方的に離農を促進しても，それでどうなる話でもな
いo
　農地を貸して離村することを危険視する考えが，なお農家にはある。農地改革の経験が農家の
頭の中に生き返っている。つまりそれは不在地主になることであるが，そうなるとまた，何時の
日にか土地取り上げの憂き目にあうのではないか，ということである。いずれにしてもこの事業
が進むとすれぽ，農地を貸して村に残る人が大量に出ることになる・しかしおよそ常識で考えて
みて，そのような事態が果して現実に起りうるものなのかどうか。集落の大勢を占める兼業農家
が一せいに農業をやめ，やめたまま村に残って生活を続ける，そのようなことが起りうるのかど
うか，いささか疑問とせざるをえないのである。
　（4）もし起らないとすれば，特対事業は失敗である。農地を貸すことによって起る減収を，誰
からも補償されないとあれば，やはり兼業農家としての生活を続けるのが・一番よろしいと判断
する。それは当然のことであって，それにまた人間の生き方という観点からすれば・兼業農家こ
そ理想的な形ではないか，という考え方も出始めている。最も安定した生活の仕方であるとの判
断が，今後一般化しないとはいい切れないように思う。
　そうした兼業農家に生きがいを感じさせ，農業生産に精進させることが，大量の兼業農家の存
在という事実の前で，まず考えなけれぽならない政策理念である筈である。しかるに農基法以来
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我が国農政の主流は，執拗に零細兼業農家の追い出しを図って来た。特対事業は従来の政策が目
的を達しなかったことから，切札的な意味をもって出て来たものとみられるが，兼業農家を追い
出すことに成功すれば，低労賃労働を都市産業に提供することになるし，成功しなければ，また
違った結果を生み出すことになる。
　事業が不成功に終る可能性があれば，市町村は指定を受けないであろう。農林省では指定希望
の有無を調査しているが，回答は微妙であるから触れないで置く。一旦指定を受けたあとでうま
く行かなかった場合はどうなるのか。書類の上で形だけ整えるという，従来しぼしぼあったとみ
られる方式をとるのか。指定返上はできるのか。その場合既に費消した補助金分の処理はどうな
るのか。そのへんのところはつまびらかでないが，兼業農家と専業農家との間に，無用の対立を
生み，それを残しはしないであろうか。この事業が起される前にはなかった感情の対立が，「話
し合い」を重ねたばっかりに，かえって生まれてしまったということになりはしないか。
　そもそもこの事業は，ある種の共同体的なものの存在を前提としている。集落の人達が集っ
て，個人的な利害をこえて，日本農業発展のために協力するという，共同の目標に向って進む運
命共同体である。しかしこの考えには大きな矛盾がある。そうした共同体が現存するなら，今日
このような事業を起す必要はない。既に整然とした農村計画が実施されていることであろう。今
日そのような共同体が存在しないとなれぽ，この事業を成功させるには，この共同体を作ること
から始めねばならない筈で，’推進事業がその役割りをになっているらしいが，その内容は決し
て，共同体を作ることを意識したものではない。
　かくてこの事業は，現実には多くの混乱を巻き起し，最悪の場合には新しい対立を生んだま
ま，政策目標の達成についてはうやむやに終る可能性が大きい。
　（5）特対事業を進めて行くうちに，場合によると最もおそれなければならぬ事態が起りかねな
い。この事業は一見やさしそうにみえて，実は多くの困難をかかえている。結局農林省や市町村
が，その面子にかけて事業の推進を図ろうと考えたりすると，そこに一一Ptの歪みが生まれて来る
可能性がある。そうでなくても，この事業に果す市町村の役割りは重い。しかし役場主導型にな
っては，地域農政の趣旨に反する。地域農政とは自治体農政のことではない。農家から積み上げ
られた農政のことである。それにもかかわらず，既に検討して来たように，現実にばそれが難し
いのである。その時農林省や市町村が，強い指導力を発揮すればどうなるか。この事業の推進に
よって，実質的には官僚による農村把握が強化されることになる。
　経済の計画化が進んでいる段階で，その計画を農家の段階から積み上げようという考えは，あ
る意昧では極めて今日的発想であるけれども，そのことによってひき起される現実の事態は，飾
り立てられた虚飾をすべて払い除けた，計画につきものの権力による統制強化，であったりする
可能性がある。経済の計画化は否定し難いし，体制がしだいにそのように仕組まれて行く。その
中で敢て「地域農政」をうたうからには，一国家計画と地域農業とのつながりが，事業の中でもっ
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ともっと鮮明にされていなければならぬ。それを欠きながら地域農政をいっても，「地域」が活
きて来ないのではなかろうか。
　それにまた，推進事業が共同体作りに成功したとすると，それが上意下違の手段化する可能性
もある。そうした共同体が今日の農村で作られるなど，いささか想像もできないところであるの
に，それができたとなれぽ，余程強力な指導が加えられたのではないか，と想像するのが常識で
あろう。つまり共同体の育成の過程で，既に官僚の働きかけがあったということで，従ってそれ
自体自然発生的な，そしてそれ故に地方自治の根基的組織になりうるような，そのような組織体
でないということである。
　そうなると仮に，この事業によって兼業農家が減少し，専業農家が規模拡大を実現したとして
も，地域農政とes　一一体何であったのかという疑問が最後に残ってしまうし，それであるからこの
事業は長期的にみると，理念とは裏腹に集落にミニ構造改善事業の痕跡を残すのみで，現実には
非農業部門の不況克服に貢献するだけ，ということになりかねないのである。
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